
【歳入】 【歳出】 単位　円

款 決算額 項 決算額 款 決算額 項 決算額

1　国民健康保険税 3,046,885,177 1　国民健康保険税 3,046,885,177 1　総務管理費 29,430,150

2　国庫支出金 566,000 1　国庫補助金 566,000 2　徴税費 37,435,601

3　都支出金 7,985,137,466 1　都補助金 7,985,137,466 1　療養諸費 6,879,685,324

4　繰入金 1,666,462,000 1　一般会計繰入金 1,666,462,000 2　高額療養費 848,371,410

5　繰越金 113,799,042 1　繰越金 113,799,042 3　移送費 0

1　延滞金、加算金及び過料 33,935,107 4　出産育児諸費 30,558,074

2　市預金利子 0 5　葬祭諸費 5,600,000

3　雑入 9,314,461 6　結核精神医療給付金 12,299,224

合計 12,856,099,253 ‐ 12,856,099,253 1　医療給付費分 3,179,101,513

2　後期高齢者支援金等分 1,062,869,536

3　介護納付金分 421,478,418

1　特定健康診査等事業費 122,043,006

2　保健事業費 6,781,852

5　諸支出金 128,958,671 1　償還金及び還付金 128,958,671

6　予備費 0 1　予備費 0

合計 12,764,612,779 ‐ 12,764,612,779

2　保険給付費

4　保健事業費

令和元年度 国民健康保険事業会計決算（見込）総括表

6　諸収入

7,776,514,032

128,824,858

66,865,751

3　国民健康保険事業費
　 納付金

4,663,449,467

43,249,568

1　総務費

議題(2) 資料３

1/13



【歳入】 単位　円

款 項 費目の説明 決算額
被保険者
１人当たり

（参考）
平成30年度
被保険者
１人当たり

3,043,627,830 102,104 100,306

3,257,347 191,609 104,666

東日本大震災被災被保険者に係る減免に対する財政支援として、減
免額の4/10を補助（残り6/10は特別調整交付金） 278,000 9 32

2 社会保障・税番号活用推進費
社会保障・税番号制度システム整備費補助金として国保資格オンライ
ン化に伴うシステム改修費の係る補助（補助率10/10）。 288,000 10 -

普通交付金（療養の給付等の全額及び審査支払手数料のうち現物分
相当額を100％交付）
特別交付金（保険者努力支援、特別調整交付金、都繰入金、特定健
康診査等負担金）

7,936,798,405 266,103 267,384

国保事業健全運営化補助　補助率10/10 48,339,061 1,621 2,138

- 1,666,462,000 55,873 48,038

1  保険基盤安定繰入金

①保険者支援分　低所得者数に応じ保険税額の一定割合を公費で補
填（負担割合　国1/2,都1/4,市1/4)、②保険税軽減分　低所得者の保
険税軽減分を公費で補填（負担割合　都3/4,市1/4) 国及び都の負担
分は市の一般会計に歳入され、それらの額に市の負担割合の額を足
した額を市の一般会計から繰出金として歳出

424,679,975 14,239 13,810

2  事務費繰入金 総務費ほか事務に要する費用 81,349,798 2,727 1,883

3　出産育児一時金等繰入金 出産育児一時金42万円×支給件数×2/3 20,372,049 683 861

4　財政安定化支援事業繰入金
保険者の責に帰することができない特別な事情に基づくと考えられる
要因（①応能割保険税能力の不足、②病床数が特に多いこと、③高
齢者が特に多いこと）に着目した繰入金

2,300,441 77 76

5　特定健診・保健指導分繰入金 特定健診・特定保健指導に係る繰出金-（都負担金） 66,061,690 2,215 2,314

6　その他一般会計繰入金 赤字補填等のための法定外繰入金 1,071,698,047 35,932 33,117

5　繰越金 1　繰越金 - 113,799,042 3,815 7,196

1　一般会計繰入金

1　繰越金

1　国民健康保険税 1　国民健康保険税

2　国庫支出金

目

1　一般被保険者国民健康保険税

2　退職被保険者等国民健康保険税

1　災害臨時特例補助金

1　保険給付費等交付金

2　都補助金

4　繰入金 1　一般会計繰入金

令和元年度 国民健康保険事業会計歳入決算（見込）

1　国庫補助金

1　都補助金5　都支出金

均等割　39,900円（H22～26）、41,900円（H27）、43,900円（H28～29）、
　　　　　 44,900円(H30～)
所得割　7.8％（H22～29）、8.1％(H30～)
限度額　73万円(H24～26)、77万円（H27）、81万円（H28）、87万円（H29）、
　　　　　 89万円(H30)、93万円(R元）
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- 33,546,714 1,125 1,286

- 388,393 22,847 3,056

2　市預金利子 - 0 0 0

- 2,027,391 68 181

- 0 0 0

- 6,877,089 231 205

- 0 0 0

70～74歳の一部負担金増（1⇒2割）凍結措置による保険者の負担増
加分を補填する負担金 29,938 1 15

非常勤職員等雇用保険料等 380,043 13 5

合計 - - 12,856,099,253 431,037 430,826

被保険者１人当たりの額は一般、退職の区分があるものについてはそれぞれの年間平均被保険者数（29,809人、17人）、その他は年間被保険者総数（29,826人）から算出

6　雑入

4　退職被保険者等返納金

5　指定公費負担金

1　一般被保険者延滞金

-

1　市預金利子

2　退職被保険者等第三者行為納付金

1　一般被保険者第三者行為納付金

3　一般被保険者返納金

2　退職被保険者等延滞金

3　雑入

6　諸収入

1　延滞金、加算金及
び過料
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【歳出】 単位　円

被保険者
１人当たり

１件当たり

1　一般管理費 臨時職員賃金、印刷製本費、郵便料、回線使用料、委託料等 27,462,256 921 574

2　運営協議会費 国民健康保険運営協議会運営経費 181,274 6 6

3　連合会負担金 東京都国民健康保険団体連合会負担金 1,786,620 60 39

2　徴税費 1　賦課徴収費
臨時職員賃金、郵便料、納税通知書等作成封入委託料、徴
収専門員派遣委託料等 37,435,601 1,255 1,180

1　一般被保険者療養給付費 現物給付 6,735,377,434 225,951 13,604 225,710 13,644

2　退職被保険者等療養給付費 現物給付 1,734,453 102,027 6,107 258,135 12,759

3　一般被保険者療養費 金銭給付 100,202,458 3,361 6,914 3,388 6,790

4　退職被保険者等療養費 金銭給付 48,949 2,879 6,119 7,655 6,552

5　審査支払手数料 支払手数料等委託料 42,322,030 1,419 1,094

1　一般被保険者高額療養費 一部負担金のうち一定額を超えた額の金銭又は現物給付 847,262,636 28,423 57,731 28,882 59,517

2　退職被保険者等高額療養費 一部負担金のうち一定額を超えた額の金銭又は現物給付 22,059 1,298 22,059 125 77,976

3　一般被保険者高額介護合算療養費
医療保険と介護保険の一部負担金の合算額が一定額を超え
た額の金銭給付 1,086,715 36 31,049 47 25,282

4　退職被保険者等高額介護合算療養費
医療保険と介護保険の一部負担金の合算額が一定額を超え
た額の金銭給付

0 0 0 0 0

1　一般被保険者移送費 金銭給付 0 0 0 0 0

2　退職被保険者等移送費 金銭給付 0 0 0 0 0

4　出産育児諸費 1　出産育児一時金 1件42万円 30,558,074 1,025 412,947 1,291 420,321

5　葬祭諸費 1　葬祭費 1件5万円 5,600,000 188 50,000 222 50,000

1　一般被保険者結核精神医療給付金 金銭給付 12,288,527 412 1,106 418 1,131

2　退職被保険者等結核精神医療給付金 金銭給付 10,697 629 535 164 708

１件当たり

（参考）平成30年度

款 項 目 費目の説明 決算額
被保険者
１人当たり

6　結核精神医療給付金

2　保険給付費

1　総務管理費

令和元年度 国民健康保険事業会計歳出決算（見込）

1　総務費

1　療養諸費

2　高額療養費

3　移送費
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1　一般被保険者医療給付費分 東京都への納付金（一般医療分） 3,177,440,715 106,593 103,256

2　退職被保険者等医療給付費分 東京都への納付金（退職医療分） 1,660,798 97,694 85,390

1　一般被保険者後期高齢者支援金等分 東京都への納付金（一般後期支援分） 1,062,273,321 35,636 34,459

2　退職被保険者等後期高齢者支援金等分 東京都への納付金（退職後期支援分） 596,215 35,071 29,969

3　介護納付金分 1　介護納付金分 東京都への納付金（介護納付分） 421,478,418 14,131 13,597

1　特定健康診査等事業費 1　特定健康診査等事業費 特定健康診査等の実施は健康課に執行委任 122,043,006 4,092 4,119

2　保健事業費 1　保健衛生普及費 診療報酬請求整備委託料、生活習慣病重症化予防等 6,781,852 227 264

1　一般被保険者保険税還付金及び還付加算金 - 35,846,283 1,203 855

2　退職被保険者等保険税還付金及び還付加算金 - 41,300 2,429 174

3　償還金 － 93,071,088 3,120 7,634

6　予備費 1　予備費 1　予備費 - 0 0 0

合計 - - 12,764,612,779 427,969 427,108

被保険者１人当たりの額は一般、退職の区分があるものについてはそれぞれの年間平均被保険者数（29,809人、17人）、その他は年間被保険者総数（29,826人）から算出

5　諸支出金 1　償還金及び還付金

4　保健事業費

3　国民健康保険事業費納
付金

1　医療給付費分

2　後期高齢者支援金等分
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【歳入】
単位　千円

款 項 費目の説明
平成30年度

決算額
令和元年度

決算額
令和元年度
当初予算額

3,060,838 3,043,628 2,960,040

9,943 3,257 7,380

東日本大震災被災被保険者に係る減免に対する財政支援として、減免
額の4/10を補助（残り6/10は特別調整交付金） 966 278 1

2 社会保障・税番号活用推進費
社会保障・税番号制度システム整備費補助金として国保資格オンライン
化に伴うシステム改修費の係る補助（補助率10/10）。 - 288 0

普通交付金（療養の給付等の全額及び審査支払手数料のうち現物分相
当額を100％交付）
特別交付金（保険者努力支援、特別調整交付金、都繰入金、特定健康
診査等負担金）

8,184,639 7,936,799 8,179,254

国保事業健全運営化補助　補助率10/10 65,453 48,339 65,453

- 1,593,560 1,666,462 1,748,716

1 保険基盤安定繰入金

①保険者支援分　低所得者数に応じ保険税額の一定割合を公費で補填
（負担割合　国1/2,都1/4,市1/4)、②保険税軽減分　低所得者の保険税
軽減分を公費で補填（負担割合　都3/4,市1/4) 国及び都の負担分は市
の一般会計に歳入され、それらの額に市の負担割合の額を足した額を市
の一般会計から繰出金として歳出

422,721 424,680 392,499

2　事務費繰入金 総務費ほか事務に要する費用 57,625 81,350 98,725

3　出産育児一時金等繰入金 出産育児一時金42万円×支給件数×2/3 26,340 20,372 39,200

4　財政安定化支援事業繰入金
保険者の責に帰することができない特別な事情に基づくと考えられる要
因（①応能割保険税能力の不足、②病床数が特に多いこと、③高齢者が
特に多いこと）に着目した繰入金

2,333 2,300 1

5　特定健診・保健指導分繰入金 特定健診・特定保健指導に係る繰出金-（都負担金） 70,836 66,062 80,929

6　その他一般会計繰入金 赤字補填等のための法定外繰入金 1,013,705 1,071,698 1,137,362

5　繰越金 1　繰越金 - 220,283 113,799 10,000

令和元年度 国民健康保険事業会計歳入決算(見込）

1　保険給付費等交付金

2　都補助金

1　一般会計繰入金

1　繰越金

4　繰入金 1　一般会計繰入金

1　国民健康保険税 1　国民健康保険税

1　国庫補助金2　国庫支出金

1　都補助金

目

均等割　39,900円（H22～26）、41,900円（H27）、43,900円（H28～29）、
　　　　　 44,900円(H30～)
所得割　7.8％（H22～29）、8.1％(H30～)
限度額　73万円(H24～26)、77万円（H27）、81万円（H28）、
　　　　　 87万円（H29）、89万円(H30)、93万円(R元)

3　都支出金

1　一般被保険者国民健康保険税

2　退職被保険者等国民健康保険税

1　災害臨時特例補助金
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- 39,239 33,546 41,000

- 290 388 300

2　市預金利子 - 0 0 1

- 5,525 2,028 5,000

- 0 0 1

- 6,253 6,877 1,000

- 0 0 1

70～74歳の一部負担金増（1⇒2割）凍結措置による保険者の負担増加
分を補填する負担金 445 30 1

非常勤職員等雇用保険料等 152 380 11

合計 - 13,187,586 12,856,099 13,018,159

2　退職被保険者等第三者行為納付金

3　一般被保険者返納金

4　退職被保険者等返納金

5　指定公費負担金

1　一般被保険者第三者行為納付金

6　雑入

1　一般被保険者延滞金

2　退職被保険者等延滞金

1　市預金利子

3　雑入

6　諸収入

1　延滞金、加算金及び過料
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【歳出】
単位　千円

款 項 目 費目の説明
平成30年度

決算額
令和元年度

決算額
令和元年度
当初予算額

1　一般管理費
臨時職員賃金、印刷製本費、郵便料、回線使
用料、委託料等 17,569 27,462 37,793

2　運営協議会費 国民健康保険運営協議会運営経費 192 181 281

3　連合会負担金 東京都国民健康保険団体連合会負担金 1,206 1,787 1,860

2　徴税費 1　賦課徴収費
臨時職員賃金、郵便料、納税通知書等印刷製
本費、封入委託料、徴収専門員派遣委託料等 36,114 37,436 43,853

1　一般被保険者療養給付費 現物給付 6,887,543 6,735,378 6,886,156

2　退職被保険者等療養給付費 現物給付 24,523 1,735 17,770

3　一般被保険者療養費 金銭給付 103,379 100,202 115,930

4　退職被保険者等療養費 金銭給付 727 49 590

5　審査支払手数料 支払手数料等委託料 33,490 42,322 48,042

1　一般被保険者高額療養費
一部負担金のうち一定額を超えた額の金銭又
は現物給付 881,321 847,263 920,000

2　退職被保険者等高額療養費
一部負担金のうち一定額を超えた額の金銭又
は現物給付 3,743 22 2,760

3　一般被保険者高額介護合算療養費
医療保険と介護保険の一部負担金の合算額が
一定額を超えた額の金銭給付 1,441 1,087 2,500

4　退職被保険者等高額介護合算療養費
医療保険と介護保険の一部負担金の合算額が
一定額を超えた額の金銭給付 0 0 250

3　移送費 1　一般被保険者移送費 金銭給付 0 0 100

2　退職被保険者等移送費 金銭給付 0 0 100

4　出産育児諸費 1　出産育児一時金 1件42万円 39,510 30,558 58,800

5　葬祭諸費 1　葬祭費 1件5万円 6,800 5,600 7,000

令和元年度 国民健康保険事業会計歳出決算（見込）

1　総務費

1　総務管理費

1　療養諸費

2　高額療養費

2　保険給付費
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1　一般被保険者結核精神医療給付金 金銭給付 12,759 12,288 13,200

2　退職被保険者等結核精神医療給付金 金銭給付 16 11 50

1　一般被保険者医療給付費分
保険給付に要する費用に係る国民健康保険保険給
付費等交付金等を賄うために都が徴収する納付金
（一般被保険者医療給付費分）

3,150,857 3,177,441 3,177,441

2　退職被保険者等医療給付費分
保険給付に要する費用に係る国民健康保険保険給
付費等交付金等を賄うために都が徴収する納付金
（退職被保険者等医療給付費分）

8,112 1,661 1,661

1　一般被保険者後期高齢者支援金等分
保険給付に要する費用に係る国民健康保険保険給
付費等交付金等を賄うために都が徴収する納付金
（一般被保険者後期高齢者支援金等分）

1,051,501 1,062,273 1,062,274

2　退職被保険者等後期高齢者支援金等分
保険給付に要する費用に係る国民健康保険保険給
付費等交付金等を賄うために都が徴収する納付金
（退職被保険者等後期高齢者支援金等分）

2,847 596 597

3　介護納付金分 1　介護納付金分
保険給付に要する費用に係る国民健康保険保険給
付費等交付金等を賄うために都が徴収する納付金
（介護納付金分）

416,200 421,478 421,479

1　特定健康診査等事業費 1　特定健康診査等事業費 事業の実施は健康課に執行委任 126,080 122,043 141,557

2　保健事業費 1　保健衛生普及費
診療報酬請求整備委託料、生活習慣病重症化予防
等 8,089 6,782 14,115

1　一般被保険者保険税還付金及び還付加算金 - 26,083 35,846 30,000

2　退職被保険者等保険税還付金及び還付加算金 - 17 41 1,000

3　償還金 国、都支出金等の返還金 233,668 93,071 1,000

6　予備費 1　予備費 1　予備費 - 0 0 10,000

合計 13,073,787 12,764,613 13,018,159

3　国民健康保険事業費納
付金

3　国民健康保険事業費納
付金

1　医療給付費分

6　結核精神医療給付金

1　償還金及び還付金

2　後期高齢者支援金等分

5　諸支出金

4　保健事業費

2　保険給付費
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【歳入】
単位　千円

款 項
平成30年度

決算額
令和元年度

決算額
主な増減理由

3,060,838 3,043,628
被保険者数の減少ならびに新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防対
応のため、現年度催告書と令和２年３月31日納期限分の督促状の発送を中
止した影響によるため。

9,943 3,257 退職被保険者等の数の減（年間平均95人⇒17人）。

966 278
「災害臨時特例補助金」における東日本大震災被災被保険者に係る減免に
対する財政支援割合が、減免額の6/10から4/10へと変更があったため。

2 社会保障・税番号活用推進費 - 288
国保資格オンライン化に伴うシステム改修費に対し、「社会保障・税番号制
度システム整備費補助金」の交付を新規に受けたため。

8,184,639 7,936,799

65,453 48,339

1,593,560 1,666,462

1  保険基盤安定繰入金 422,721 424,680

2  事務費繰入金 57,625 81,350 被保険者証の一斉更新業務や各種システム改修における支出増のため。

3　出産育児一時金等繰入金 26,340 20,372

4  財政安定化支援事業繰入金 2,333 2,300

5　特定健診・保健指導分繰入金 70,836 66,062

6　その他一般会計繰入金 1,013,705 1,071,698

被保険者数の減少や新型コロナウイルス感染症への対応・社会経済的な影
響から歳入額が当初の想定を下回ることで、結果として歳出額と比較した赤
字幅が大きくなり、昨年度を上回る一般会計からの繰入れ額が必要となった
ため。

7　繰入金 1　一般会計繰入金

保険者努力支援制度交付金の獲得分が増加し、「特別交付金」が前年と比
較して増加したものの、被保険者数の減少等の理由に伴う「普通交付金」や
「都補助金」の減少が大きく、結果として都支出金全体として減少するに至っ
たため。

1　災害臨時特例補助金

1  保険給付費等交付金

2　都補助金

1　都補助金

令和元年度 国民健康保険事業会計歳入決算（見込）前年度からの増減理由

目

1　一般被保険者国民健康保険税

2　退職被保険者等国民健康保険税

1　一般会計繰入金

5　都支出金

1　国民健康保険税 1　国民健康保険税

1　国庫補助金2　国庫支出金
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8　繰越金 1　繰越金 1　繰越金 220,283 113,799 前年度（平成30年度）について、歳入が見込みよりも減少したことによる。

39,239 33,546 全体的に滞納期間が減少したこと等による延滞金発生金額の減少のため。

290 388

2　市預金利子 0 0

5,525 2,028 医療費相当額の求償金の減少のため。

0 0

6,253 6,877 資格喪失後受診等に伴う不当利得の返還の増加

0 0

445 30 経過措置に伴う対象者の減

152 380
平成30年度分ならびに令和元年度分の特定健診・特定保健指導負担金実
費精算額が発生したため。

合計 13,187,586 12,856,099

6  雑入

3　雑入

2　退職被保険者等第三者行為納付金

3　一般被保険者返納金

4　退職被保険者等返納金

5　指定公費負担金

9　諸収入

1　延滞金、加算金及び過料

1　一般被保険者延滞金

1　一般被保険者第三者行為納付金

2　退職被保険者等延滞金

1　市預金利子
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【歳出】
単位　千円

款 項 目
平成30年度

決算額
令和元年度

決算額
主な増減理由

1　一般管理費 17,569 27,462
隔年実施の被保険者証一斉更新の該当年であるため、需用費（印本費）、
役務費（郵便料）などの支出が増加したため。

2　運営協議会費 192 181

3　連合会負担金 1,206 1,787

2　徴税費 1　賦課徴収費 36,114 37,436

1　一般被保険者療養給付費 6,887,543 6,735,378
一般被保険者数の減少に伴う給付件数の減少、ならびに一件あたりの給付
金額が減少したため（H30 504,820件 13,644円 ⇒ R元 495,104件 13,603
円）。

2　退職被保険者等療養給付費 24,523 1,735
退職被保険者等の人数の減少に伴う給付件数の減少による（給付件数・金
額 H30 1,922件 24,522,830円 ⇒ R元 284件 1,734,453円）。

3　一般被保険者療養費 103,379 100,202
一件あたりの給付金額は増加したものの、給付件数の減少によるため（給
付件数・一件あたりの給付金額　H30 15,226件 6,790円 ⇒ R元 14,492件
6,914円）。

4　退職被保険者等療養費 727 49
退職被保険者等の人数の減少に伴う給付件数の減少による（給付件数・金
額 H30 111件 727,233円 ⇒ R元 8件 48,949円）。

5　審査支払手数料 33,490 42,322 国保情報集約システム手数料の増加のため。

1　一般被保険者高額療養費 881,321 847,263
給付件数ならびに一件あたりの給付金額の減少による（給付件数、一件あ
たり平均給付金額　H30 14,808件 59,517円 ⇒ R元 14,676件 57,731円）。

2　退職被保険者等高額療養費 3,743 22
退職被保険者等の人数の減少に伴う給付件数の減少による（給付件数・金
額 H30 48件 3,742,867円 ⇒ R元 1件 22,059円）。

3　一般被保険者高額介護合算療養費 1,441 1,087

4　退職被保険者等高額介護合算療養費 0 0

1　一般被保険者移送費 0 0

2　退職被保険者等移送費 0 0

1　総務費

1　総務管理費

2　保険給付費

2　高額療養費

令和元年度 国民健康保険事業会計歳出決算（見込）前年度からの増減理由

3　移送費

1　療養諸費
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4　出産育児諸費 1　出産育児一時金 39,510 30,558 支給件数の減（H30 94件 ⇒ R元 74件）

5　葬祭諸費 1　葬祭費 6,800 5,600 支給件数の減（H30 136件 ⇒ R元 112件）

1　一般被保険者結核精神医療給付金 12,759 12,288

2　退職被保険者等結核精神医療給付金 16 11

1　一般被保険者医療給付費分 3,150,857 3,177,441

2　退職被保険者等医療給付費分 8,112 1,661

1  一般被保険者後期高齢者支援金等分 1,051,501 1,062,273

2  退職被保険者後期高齢者支援金等分 2,847 596

3　介護納付金分 1　介護納付金 416,200 421,478

1　特定健康診査等事業費 1　特定健康診査等事業費 126,080 122,043
特定健康診査の受診者数の減少に伴い、一般会計繰出金が減額となった
ため。

2　保健事業費 1　保健衛生普及費 8,089 6,782
医療費通知の作成方式変更に伴う郵送料の減少ならびに、保養施設利用
助成事業の終了に伴う補助金支出の減少のため。

1　一般被保険者保険税還付金及び還付加算金 26,083 35,846

2　退職被保険者等保険税還付金及び還付加算金 17 41

3　償還金 233,668 93,071 平成30年度の国、都支出金等の精算に基づく返還金額が減少したため。

6　予備費 1　予備費 1　予備費 0 0

合計 13,073,787 12,764,613

2　保険給付費

東京都の通知による（事業費納付金の算定に係る所得割シェア、均等割シェ
アの増加等による）。

1　償還金及び還付金

4　保健事業費

1　医療給付費分

6　結核精神医療給付金

5　諸支出金

3　国民健康保険事業費納
付金

2　後期高齢者支援金等分
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